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○女性の育児休業等の取得に係る基準の見直し（認定基準６） 

女性労働者の育児休業等取得率 75%以上 

育児休業等をすることができる女性有期雇用労働者の育児休業等取得率 基準なし 75％以上 

○成果に関する具体的な目標を定めて実施する措置の選択肢の見直し（認定基準８） 

①所定外労働の削減  

②年次有給休暇の取得の促進 

③短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方の見直しに 

関する多様な労働条件の整備 

①男性労働者の育児休業等の取得期間の延伸 

②年次有給休暇の取得の促進 

③短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方の見直しに 

関する多様な労働条件の整備 

 

 

○男性の育児休業等の取得に係る基準の見直し（くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん認定基準５） 

 
男性労働者の育児休業等取得率 

又は 

男性労働者の育児休業等・育児目的休暇 

の取得率 

トライくるみん ７％以上 10％以上 15％以上 20％以上 

くるみん 10％以上 30％以上 20％以上 50％以上 

プラチナくるみん 30％以上 50％以上 50％以上 70％以上 

○働き方の見直しに係る基準の見直し（くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん認定基準７） 

雇用する全てのフルタイム労働者 

１人当たりの各月ごとの法定時間外

労働及び法定休日労働の合計時間数 

トライくるみん 45 時間未満 

くるみん 
45 時間未満 

30 時間未満（全てのフルタイム労働者）又は

45 時間未満（25～39 歳のフルタイム労働者） プラチナくるみん 
 

○能力向上又はキャリア形成支援の取組に係る計画の策定・実施に関する対象の見直し（プラチナくるみん認定基準 10） 

プラチナくるみん 女性労働者を対象とした取組 労働者を対象とした取組 

 
 
 

令和７年  

４月１日から 

新たな 10 年がスタート！ 

一般事業主行動計画の仕組みの見直し、数値目標の設定 
が義務付けられます。 

認定基準の見直し 

鹿児島労働局雇用環境・均等室 電話 099-223-8239 

改正内容の詳細はこちら（厚生労働省ホームページ）https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11367.html 

行動計画策定・変更時に、 
育児休業等の取得状況等に係る状況把握・数値目標の設定を義務付け（101 人以上企業が対象） 

     

くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん認定基準＜共通＞ 

くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん認定基準＜認定種類別＞ 

常時雇用する労働者が 101 人以上の企業が行動計画の策定又は変更を行う
際には、育児休業等の取得状況（※１）、労働時間の状況（※２）を把握するととも
に、育児休業等の取得状況や労働時間の状況に係る数値目標の設定が義務付け
られます。 

(※1)男性労働者の「育児休業等取得率」又は男性労働者の「育児休業等及び育児目的休暇の取得率」 

(※2)フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び法定休日労働の合計時間数等の 

労働時間（高度プロフェッショナル制度の適用を受ける労働者にあっては、健康管理時間） 

「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備するために
定められた法律であり、常時雇用する労働者が 101 人以上の企業は、労働者の仕事と子育てに関する「一般事業主行
動計画」の策定・届出、外部への公表、労働者への周知を行うことが義務とされています（100 人以下の企業は努力
義務）。 

令和６年５月に成立した「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育
成支援対策推進法の一部を改正する法律」により、法律の有効期限がさらに 10 年間延長され、令和 17 年３月 31 日
までとなりました。 

令和７年  

４月１日から 

新たな 10 年がスタート！ 

次世代育成支援対策推進法の改正に伴い、くるみん認定、 
プラチナくるみん認定の認定基準等が改正されます 

 
○ 育児休業等の取得状況及び 

労働時間の状況把握 
○ 改善すべき事情の分析 

 

 

 

○ 都道府県労働局への届出 

厚生労働大臣による認定 
（くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん） 

認定基準を 

満たした場合 

◆PDCA サイクルの確立 
※令和７年４月１日以降に
策定又は変更する行動計画
から義務の対象です。 

○ 行動計画の策定・変更 
○ 社内周知 
○ 外部への公表 

 ○ 計画の実施 

 ○ 計画終了・効果の測定 
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鹿児島産業保健総合支援センター 

独立行政法人労働者健康安全機構 

TEL: 099-252‐8002   HP: https://kagoshimas.johas.go.jp/ 

メンタルヘルスに関する教育研修 

心の健康づくり計画の策定 

メンタル不調者の職場復帰支援(職場復帰支援プログラムの策定等) 

 メンタルヘルス不調で休業している労働者が円滑に職場復帰するために、職場復帰支援 

 プログラムの策定等について支援します。 

労働者の心の健康の保持増進のための指針に基づく「心の健康づくり計画」の策定等について 

支援します。 

 ストレスチェック制度の導入に際して、事業場の状況にあった具体的な進め方等について 

 支援します。 

ストレスチェック制度に係る支援 

詳細は HP をご覧ください▶▶▶ 

さんぽセンターのメンタルヘルス対策支援内容（一部） 

 労働者のメンタル不調を早期に発見して改善するため、管理監督者向けのメンタル 

 ヘルス教育（ラインケア研修）や、若年労働者向けのメンタルヘルス教育（セルフケア研修） 

 を行っています。 

職場のメンタルヘルス対策でお困りではありませんか？ 

鹿児島産業保健総合支援センターでは、事業場におけるメンタルヘルス対策を普及促進するため、産

業カウンセラーや社会保険労務士などの専門スタッフ（メンタルヘルス対策・両立支援促進員）が事業

場を訪問し、職場におけるメンタルヘルス対策に関する取り組みを無料で支援します。 

事業場規模及び業種は問いません。 
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